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輸入貨物に係る関税評価上の取扱い等に関する照会 
 

貴金属回収契約に基づき輸入される貨物の課税価格について 

 

照 会 

照

会

内

容

等 

① 輸入貨物の品名 貴金属含有物（税表分類：第７１類） 

② 照会の趣旨 
貴金属回収契約に基づき輸入される貨物の課税価格について、関税

評価上の取扱いを照会するもの。 

③ 取引の概要及び関

税評価に関する照会

者の見解とその理由 

別紙１のとおり。 

④ 関係する法令条項等 関税定率法第４条の４ 

⑤ 添付書類 照会の趣旨及びその理由等の照会事項に関する参考資料 

 

回 答 

回答年月日 令和５年３月２０日 回答者 神戸税関業務部首席関税評価官 

回

答

内

容 

別紙２のとおり。 

ただし、次のことを申し添えます。 

 

(1) 回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前提としたものであり、具体的な事例において

異なる事実がある場合や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがあります。 

(2) 回答内容は、税関としての見解であり、事前照会者の申告内容等を拘束するものではあり

ませんのでご留意ください。 
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別紙１（照会） 

 

１．取引形態図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．取引の概要 

輸入者であるＡ社（以下「輸入者」という。）は、Ｅ国所在の子会社であるＸ社を通じて、Ｅ国所在の

Ｂ社（以下「輸出者」という。）から、CIF 条件で貴金属含有物（貴金属 a、貴金属 b及び貴金属 cを含

有するもの）を輸入しています。輸出入者間に特殊関係はありません。 

当該輸入貨物は、輸出者から貴金属回収依頼を受けて無償で輸入されるもので、輸入者の分析によっ

て輸入貨物に含まれる貴金属重量を算出して当該重量相当分の貴金属製品を輸出者に返却し、輸入者の

処理分析等にかかった費用（以下「処理費用」という。）を輸出者に請求する取引です。輸入貨物は前処

理、貴金属重量の分析、精製及び成形の工程を経て貴金属製品（地金）に加工されますが、輸出者への

貴金属製品返却までの時間を短縮させるため、貴金属重量の測定結果が確定次第、当該輸入貨物から回

収される貴金属製品の返却に代えて、輸入貨物に含まれる貴金属重量相当の輸入者所有の貴金属製品を

輸出者に返却しています。また、処理費用として輸出入者間で取り決めた請求項目の前工程費用及び精

製費用を輸出者に請求しますが、これらの費用には輸入貨物が最終的に製品化されるまでの費用のほか、

回収工程において輸入貨物から発生する残渣を処分するための費用及び輸出者へ貴金属製品を返却す

るための費用が含まれています。 

（１）本件取引にあたり、輸入者と輸出者は、貴金属回収契約を締結し、貴金属の収率や処理費用、

返却条件等を取り決めています。貴金属回収契約の記載内容に変更がない限りは、当該契約書は

有効なものとして取り扱われます。なお、輸入者はＸ社と業務委託契約を締結して本件取引の仲

介を委託しています。 

（２）輸出者から、Ｘ社を通じて、メールにて個別に依頼があり、輸入者が同意すれば、輸出者から

CIF 条件で貨物が輸出され、本邦到着後に輸入者工場に搬入します。なお、輸入貨物に含まれる

貴金属重量相当の貴金属製品を回収・返却する取引であり、輸入貨物の所有権が移転するとの認

識はなく、輸出入者間における所有権の取り決めはありません。 

（３）輸入者は、搬入した貨物の内容の確認と重量測定等の検品を行います。 

（４）輸入者は、貴金属含有量測定用のサンプルを採取するために、輸入貨物全体を均一状態にする

前処理を行います。 

（５）次に、採取したサンプルを分析して輸入貨物全体に含まれる貴金属の含有量を測定します。当

該測定値に収率を乗じた重量を輸出者へ返却する重量（以下「返却重量」という。）（返却重量＝

測定値×収率）として決定します。収率とは、輸入貨物から貴金属を抽出する工程において回収

できない微量の生産ロスが発生するため、このロス分を見込んだ数値を輸出者との貴金属回収契

処理費用 

 

輸入者 

Ａ社 

（本邦） 

輸出者 

Ｂ社 

（Ｅ国） 

輸入貨物、仕入書（CIF） 

業務受託者 

Ｘ社 

（Ｅ国） 

業
務
委
託
契
約 

貴金属回収契約 

計算書 

貴金属製品 

業務委託費用 
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約において取り決めているものです。輸入貨物の貴金属の含有割合によって収率は異なっていま

す。 

（６）輸入者は測定結果に基づき、輸出者あてに計算書を作成し、返却重量と処理費用について、輸

出者の合意を得ます。合意が得られない場合には第三者機関による分析を行い、当該結果に基づ

き双方が合意します。 

（７）輸出者の合意後三週間以内に、当該輸入貨物から回収される貴金属製品の返却に代えて、返却

重量相当の輸入者保有の貴金属製品を CIF Ｅ国条件で輸出者に返却し、Ｅ国の空港において輸出

者に貴金属製品を引き渡した時点で輸出者との取引が完了します。なお、輸出インボイス価格は、

輸出者からの依頼に基づき、貴金属回収契約において取り決めた相場価格を採用することとなっ

ています。 

（８）輸出者との取引完了後、輸入者は輸入貨物から貴金属を回収します。貴金属回収後の残渣に価

値はなく、輸出者に返却することなく輸入者が処分します。 

 

輸入貨物は、輸入申告時に貴金属含有量が確定しておらず、課税価格が決定されないため、輸出者か

らのプロフォーマインボイスにより輸入許可前引取承認申請を行い、輸入者の測定結果と処理費用が確

定次第、輸出者の合意を得た計算書に基づいて輸入者が輸入許可前引取貨物の輸入申告用に作成した納

税申告用インボイスにより申告を行い輸入許可を受けています。 

プロフォーマインボイス価格については輸出者から価格の算出根拠が開示されないため具体的な計

算方法はわかりません。 

本件取引の輸入申告においては、国際相場価格に基づいて課税価格を算出していますが、本件取引は

売買価格がなく、どの貴金属国際相場を用いるか取り決める必要がないため、当該課税価格算出のため

に採用している国際相場は輸出入者間で合意されたものではありません。 

本件取引において輸入者は、商習慣上用いる相場として貴金属 a及び貴金属 bについては「国際相場

y」、貴金属 cについては「国際相場 z」を採用しています。 

なお、Ｘ社との業務委託契約に基づき輸入者が支払う業務委託費用は、輸入取引に関して支払われる

手数料であることから、当該手数料を加算して申告しています。 

 

 

 

３．関税評価に関する照会者の見解 

本件取引の場合、輸入者から輸出者に対する支払いは発生せずに処理費用を請求することとなり、

課税価格については関税定率法第４条第１項に規定する原則的な方法により決定することはできない

ため、同法第４条の４に基づき計算します。この場合において、輸入貨物に含まれる貴金属重量に基

づいて取引を行っていることから、輸出者と合意した返却重量に商習慣上使用している相場価格を乗

じた価格から、処理費用を控除した価格に、輸入取引に関して支払われる手数料を加算した額を課税

価格とすることが適切であると考えます。 
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別紙２（回答） 
 

【回答内容】 

本件輸入貨物は、輸出者から貴金属回収の依頼を受けて無償で輸入されるもので、関税定率法第４条

第１項に規定する「輸入取引」により輸入されるものとは認められないことから、同条同項の規定を適

用して課税価格を計算することができず、同法第４条の２以下の規定により課税価格を計算することと

なります。 

本件の場合、同法第４条の４、同法施行令第１条の 12 第２号の規定により課税価格を計算すること

となります。具体的には、貴金属が相当量含有されている輸入貨物について、課税物件確定の時の属す

る日後に成形作業等が行われて貴金属製品に加工されており、その貴金属製品には国際相場価格が存在

することから、当該相場価格から当該加工による処理費用を控除して、輸入港到着までの運賃・保険料

を加算した額により計算することが妥当です。なお、Ｘ社に輸入者が支払う業務委託費用について、輸

入者が課税価格に算入する必要があると認識していることから当該費用の加算の要否については検討

しません。 

 

【理由】 

１．関係法令等 

（１）関税定率法（以下「法」という。）第４条第１項本文において、輸入貨物の課税価格は、当該輸

入貨物に係る輸入取引がされた場合において、当該輸入取引に関し買手により売手に対し又は売

手のために、当該輸入貨物につき現実に支払われた又は支払われるべき価格に、その含まれてい

ない限度において運賃等の額を加えた価格とすると規定されています。 

また、法基本通達４－１（１）において、「輸入取引」とは、本邦に拠点を有する者が買手とし

て貨物を本邦に到着させることを目的として売手との間で行った売買であって、現実に当該貨物

が本邦に到着することとなったものをいうとされており、さらに、現実に貨物が本邦に到着する

こととなった取引が売買以外のものである場合には輸入取引に該当せず、法第４条の２以下の規

定により課税価格を計算するとされています。 

（２）法第４条の２において、同種又は類似の貨物に係る取引価格があるときは、当該輸入貨物の課

税価格は、同種又は類似の貨物に係る取引価格とすると規定されています。 

（３）法第４条の３第１項において、法第４条第１項及び法第４条の２の規定により課税価格を計算

することができない場合、当該輸入貨物の課税価格は、当該貨物の課税物件確定の時の属する日

又はこれに近接する期間内に、売手と特殊関係のない買手に国内で販売された当該貨物、若しく

は同種又は類似の貨物に係る国内販売価格から、同類の貨物の国内販売に係る通常の手数料又は

利潤及び一般経費、輸入港到着後から国内販売までの通常の運賃、保険料その他の運送関連費用、

並びに本邦で課された関税その他の公課の額を控除して得られる価格とすると規定されています

（同項第１号）。 

また、課税物件確定の時の属する日後加工されたものである場合は、国内販売価格から同項第１

号にかかる費用に加えて当該加工により付加された価額を控除して得られた価格とすると規定さ

れています（同項第２号）。 

（４）法第４条の３第２項において、当該輸入貨物の製造原価を確認できるとき（当該輸入貨物を輸

入しようとする者と当該輸入貨物の生産者との間の当該輸入貨物に係る取引に基づき当該輸入貨

物が本邦に到着することとなる場合に限る）は、当該製造原価に基づき課税価格を計算すると規

定されています。 

（５）法第４条から法第４条の３の規定により課税価格を計算することができない場合、法第４条の

４の規定による、特殊な輸入貨物に係る課税価格の決定方法を適用することとなり、同法の規定

を受けた法施行令第１条の 12 第１号又は第２号の規定に基づいて課税価格を計算することとな

ります。 

 

２．適用法令の検討 

本件輸入貨物については、貨物に含まれる貴金属を回収することを目的として、輸出者が輸入者に処

理費用を支払うことにより輸入されるものであり、売買によらない貨物であることから、法第４条の２
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以下で課税価格を決定することとなります。 

輸入貨物の同種又は類似の貨物に係る取引価格はないことから、法第４条の２を適用し課税価格を決

定することはできず、また、本件取引は返却取引のため輸入貨物は国内販売されるものではなく、生産

者との取引でないことから、法第４条の３を適用して課税価格を決定することはできません。 

したがって、本件輸入貨物は法第４条の４により課税価格を決定することとなりますが、法施行令第

１条の 12第１号により、「合理的な調整」を加えても、法第４条から法第４条の３の規定により課税価

格を計算することができないことから、同条第２号に規定する「税関長が定める方法」により課税価格

を計算することになります。 

 

３．具体的な課税価格の計算方法 

輸入貨物の輸入申告の時における価値については判明しないものの、貴金属が相当量含有されている

輸入貨物について、課税物件確定の時の属する日後に前処理、貴金属重量の分析、精製及び成形の工程

を経て貴金属製品に加工されており、その貴金属製品には国際相場価格が存在することから、当該相場

価格から当該加工による処理費用を控除して、輸入港到着までの運賃・保険料を加算した額により計算

することが妥当です。 

なお、本件取引に関して、輸入者は業務委託先であるＸ社に業務委託費用を支払っていますが、輸入

取引に関して業務を行う者に対し支払っている手数料であり、輸入者が課税価格に算入する必要がある

と認識していることから加算の要否については検討しません。 

 

４．適用する国際相場価格の市場等 

本件について、上記３．による方法で課税価格を計算する場合に適用する国際相場価格の市場、国際

相場価格の時期、処理費用及び輸入港到着までの運賃・保険料の取扱いについては以下のとおりです。 

（１）適用する国際相場価格の市場について 

適用する国際相場価格の市場は、貴金属 cについては、輸入者が商習慣上用いている国際相場価

格の市場である国際相場zを採用することが妥当と考えます。貴金属a及び貴金属bについては、

現物の売値相場としてその業界で多く使用されている国際相場価格である国際相場 y を採用する

ことが妥当と考えます。 

なお、他の客観的資料等により、上記以外の取引市場の相場価格に基づき計算することが妥当と

認められる場合においてはその限りではありません。 

（２）適用する国際相場価格の時期について 

本件において、国際相場価格に基づき輸入貨物の課税価格を計算する場合、客観的資料等により

確認できる日付のうち、輸入者により輸入貨物の購入が行われたとした日に最も近いと思われる

日付として、船荷証券で確認できる船積みの日を採用し、当該日付の国際相場価格を適用するこ

とが適当と考えます。 

なお、輸入者により輸入貨物の購入が行われたとした日に最も近いと思われる日付として、他に

客観的資料等により確認できる日付がある場合、船積みの日以外の日付を採用することは妨げま

せん。 

（３）処理費用の取扱いについて 

輸入者は輸出入者間で取り決めた処理費用を輸出者に請求しますが、これらの費用は輸入貨物

が最終的に製品化されるまでの費用のほか、回収工程において輸入貨物から発生する残渣を処分

するための費用が含まれているとのことです。 

したがって、輸出者へ請求される処理費用は輸入貨物が貴金属製品に加工されるまでに必要な

費用と考えられ、当該加工により価値が付加されていることから、当該処理費用を加工による付

加価値として控除して計算することが妥当と考えます。 

なお、処理費用のうち、輸出者へ貴金属製品を返却するための費用は、輸入貨物に含まれる貴金

属重量相当分の貴金属製品を輸出者に返却するために輸入者が負担した輸出にかかる運送費用等

であり、輸入貨物とは関連のない費用であることから控除することはできません。 

（４）輸入港到着までの運賃・保険料の取扱いについて 

    貴金属地金の国際相場価格に基づき課税価格を計算する場合、当該価格には本邦到着までの運

賃等が含まれていないことから、本件においては輸出者が負担した運賃及び保険料を加えて課税

価格を計算します。 


